（様式２）
「新公益法人会計システム構築業務」
質問書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２５年１月１５日
　企画提案応募について、以下のとおり質問します。
    　質問内容 
　１．『新公益法人会計システム構築事業　募集要項』3.応募参加資格について
　　⇒『共同企業体構成企業』の定義を教示下さい。

　２．プレゼン資料（企画提案書）の形式、書式について

　　⇒統一フォームの有無を教示下さい。

　３．募集要項に記載の現在使用中の『支出負担行為決議書』及び、『支出伝票』と

業務仕様書の『支出決議書（伺い書）』『収入決議書（伺い書）』が異なるものでしたら

合わせて提示下さい。
　４．プレゼン実施について

　　⇒プレゼン時間、持ち込み可能機器、プレゼン形態について、教示下さい。

　５．本社及び３事業所のインターネット回線について

　　　５－①光回線でしょうか？　光回線の場合、ＮＴＴ等に契約している光回線の名称と

プロバイダー名を教えて下さい。光回線でない場合もＡＤＳＬ接続など契約内容を
ご教示下さい。（固定ＩＰという契約も行っているかもご教示下さい）
　６．ご提案時の運用考え、別途　会計システムのために光回線の御社への引き込みのご提案が

許可頂けるか可否をご教示下さい。

　７．場合により現行ネットワーク機器への設定変更（コンフィグ追加等）等、ネットワーク機器
への軽微な設定変更の可否について、教示下さい。
　８．契約形態について
　　⇒一定期間（5年程度）の通期契約の締結の可否について教示下さい。
　　　例）初期一時費用分は、初年度一括支払＋ランニングとして最低利用年数の年限設定
（○年といった複数年使用前提）

    
平成２５年１月１７日（木）
    回答内容

1． 沖縄県内に事業所がない県外企業など、県内企業と提携して共同企業体として応募する企業
等を想定しています。
　２．フォームは自由で構いません。
　３．『支出負担行為決議書』と『支出決議書』は別です。
『支出負担行為決議書』は、起案の段階で入力、発行する。

『支出決議書』は、事業実施後の精算の段階で入力、発行する。

ただし、会計ソフトによっては、『支出負担行為決議書』と『支出決議書』の両方を発行
できるものもありますが、『支出負担行為決議書』については出力できないものもあると思
います。今回は、起案の段階で入力する『支出負担行為決議書』については、入力さえでき
れば、紙で発行できなくても可とします。当財団が現在使用している会計ソフトからは、

『支出負担行為決議書』の発行はできません。
また、現在当財団が使用している会計システムから発行する伝票は、『収入伝票』、『支
出伝票』、『振替伝票』の3種類ありますが、会計ソフトによっては『振替伝票』のみで収
入、支出の仕訳も行うものもあるので、その場合は『振替伝票』のみで構いません。参考ま
でに、当財団が現在使用している伝票、決議書等を別に添付します。

　　
　４．プレゼン時間は、
①「業務フロー」、「その他確認事項」の説明・・・45～60分以内

②質疑応答・・・30分以内

でお願いします。プレゼン方法は、パソコンの画面をプロジェクターで写し、プレゼンして
いただきます。プロジェクターは当財団で準備しますが、ノートパソコンは持参してくださ
い。※ノートパソコンはRGB接続が可能なものをご準備ください。
　５．回線はＮＴＴのフレッツ光回線を利用しております。本社のみ固定ＩＰを利用しており、
事業所については、固定ＩＰは利用していません。プロバイダーは限定しない提案をお願い
します。
　６．別途、光回線の引き込みは考えておりません。
７．基本的にネットワーク機器の設定変更は認められません。
　８．５年契約を検討しています。

※　内容について、詳細を分かりやすく記入してください。          　 
※　後日、質問に対する回答を、参加申込のあった全社に対してメールにて行います。        　　
■提出先

（財）沖縄観光コンベンションビューロー　企画総務部　総務課　
担当　川崎

〒901-0152　沖縄県那覇市字小禄1831-1　産業支援センター2F
電話／098-859-6124　FAX／098-859-6221　E-mail／ chotatsu@ocvb.or.jp 
